高知県地域密着型サービス事業所自己評価実施要綱
　（目的）

第１条　この要綱は、本県における指定認知症対応型共同生活介護事業所及び指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所（以下「地域密着型サービス事業所」という。）のサービスの自己評価（以下「自己評価」という。）について、必要な事項を定めることを目的とする。

（自己評価の趣旨）

第２条　自己評価は、「指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準」（平成１８年厚生労働省令第３４号。以下「地域密着型サービス指定基準」という。）第９７条第７項及び「指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準」（平成１８年厚生労働省令第３６号。以下「地域密着型介護予防サービス指定基準」という。）第８６条第２項の規定に基づき、地域密着型サービス事業者（以下「事業者」という。）が自ら行わなければならないサービスの質の評価として位置付ける。

２　自己評価は、事業者自らがサービスの現状を多角的に分析して改善すべき点を発見し、質を高めるための契機とするとともに、その評価結果を開示することにより、利用者及びその家族等への情報提供を推進するものとし、次に掲げる事項に資するものとする。

（1） 利用者及びその家族の安心と満足の確保を図ること。

（2） ケアサービスの水準を一定以上に維持すること。

（3） 改善点を明確にし、改善に向けた関係者の自発的努力と体制づくりを誘導するこ

と。

（4） 継続的に評価を行うことを通じて、関係者による自発的な研修等による高齢者の

尊厳を支えるケアの向上を促す教育的効果を狙うこと。

（5） 地域密着型サービス事業所に対する社会的信頼を高めること。

（自己評価の実施回数）

第３条　事業者は、その設置・運営する事業所ごとに、少なくとも年１回自己評価を実施しなければならない。

（自己評価の実施及び記録）

第４条　自己評価は、法人代表者の責任の下、管理者が介護従業者と協議して実施する。

２　指定認知症対応型共同生活介護事業所及び指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所においては、ユニットごとに自己評価を行うものとする。

３　自己評価は、別紙１の評価項目について、別紙２を用いて行う。
（１）ⅠからⅣの項目は、実施状況を記載する。

（２）Ⅴの項目は、サービスの成果について評価を行う。

（評価結果の公開）

第５条　事業者は、自己評価の結果（以下「評価結果」という。）を次の方法で公開するものとする。

（1） 利用申込者又はその家族に対する説明の際に交付する重要事項を記した文書に

添付のうえ、説明する。

（2） 事業所内の見やすい場所に掲示するほか、自ら設置するホームページ上に掲示

するなどの方法により、広く開示する。

（3） 利用者及びその家族へ手交もしくは送付等により提供を行う。

（4） 指定を受けた市町村に対し、評価結果を提出する。

この場合の市町村とは、事業所が存する市町村に限らず、平成１８年４月１日

以降、指定を受けた他の市町村に対しても同様の扱いとする。

（5） 評価結果については、自ら設置する運営推進会議において説明する。

３　事業所が存する市町村は、当該サービスの利用を希望する者による事業所の選択に資するために、事業所から提出された評価結果を管内に設置する地域包括支援センターに提供するとともに、市町村の窓口及び地域包括支援センターの窓口の利用しやすい場所に掲示等を行うものとする。

（書類の保存期間）

第６条　事業者は、当該自己評価に係る外部評価について、評価機関から評価結果の通知を受けた日から２年間、自己評価の結果を保存しなければならない。

（実施上の留意点）

第７条　自己評価の実施にあたっては、単に個々の項目の取り組み状況等を評価するだけでなく、各項目に対応する「地域密着型サービス指定基準」及び「地域密着型介護予防サービス指定基準」の遵守状況についても、併せて確認を行うものとする。

附則

１　この要領は、平成１９年１月１８日から施行する。

２　この要綱は、平成２１年５月１日から施行する。　
　　なお、平成２０年度分に係る自己評価は、改正前の実施要綱によることとする。

附則

１　この要綱は、平成２７年５月１日から施行する。
